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１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－経済成長と課題－経済成長と課題

□経済成長経済成長

2009年の実質GDP成長率は前年比8.7％増

（速報値）。実質GDP規模が約500兆円に。

～金融危機から脱却、安定的で比較的速い

経済成長～１/21国家統計局局長発表
2010年に日本を抜き、米国に次ぐ第２の経
済大国になると予測
1978年改革開放から30年間あまり、実質
GDP規模が15倍増。

□社会問題社会問題
社会格差
エネルギー不足・環境汚染

54.2 39.4 35.8 36.28948
58.8 49.1 43 43.0848

13.7 20.3 27.1
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都市家庭収入と農村家庭収入

中国GDPの推移
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中国経済（1978－2008）：
実質GDP規模約15倍増
平均成長率9.8％
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１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－環境・エネルギー問題－環境・エネルギー問題

□環境・エネルギーの現状と課題環境・エネルギーの現状と課題

エネルギー需要増大、エネルギー不足、対外依存

エネルギー効率が低い

再エネ・原子力の導入が遅れ

空気汚染、水不足・水質汚染

地球温暖化への対応
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第11次5ヵ年計画（2006－2010）重点施策

■ 安定的経済運営と生活水準の向上

■ 産業構造調整・産業高度化

【サービス産業のGDPに占める比率の向上、ハイテク産業の発展促進、製造業の高度化など】

■ エネルギー利用効率向上

【2010年にGDPあたりエネルギー消費量が2005年比20％削減】

■ 持続的発展を強化

【2010年にGDPあたり汚染物排出量（SO2、COD）が2005年比10％削減】

■ 都市と農村の協調・公共サービスの改善

第第1111次次55ヵ年計画の重点施策を継承するとの見方が大勢ヵ年計画の重点施策を継承するとの見方が大勢

■ 内需主導への転換 ■ 伝統産業から新型産業の転換

■ 持続的発展 ■ イノベーション

第12次5ヵ年計画（2011－2016）のキーポイント

１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－経済安定成長のシナリオ－経済安定成長のシナリオ①①
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中国の産業構造

日本の産業構造

□投資・外需依存型から内需投資・外需依存型から内需主導主導型成長へ型成長へ
・国内需要、特に消費需要を拡大
・サービス産業の発展

□ 不均衡開発／格差の是正不均衡開発／格差の是正
・都市／農村格差の是正
・都市化率の向上(2025年50％、2050年に73％)
・開発計画

①西部大開発、②東北老基地進行、③中部掘起、
④北部湾岸経済区開発など

１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－経済安定成長のシナリオ－経済安定成長のシナリオ②②
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１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－環境・エネルギー問題解決へ－環境・エネルギー問題解決へ
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今後、新法制定21件
法改正19件を計画

今後、新法制定21件
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GDP当たりｴﾈﾙｷﾞｰ消
費量05年比▲40～45%

中国

90年対比 ▲75%90年対比 ▲20%フランス

90年対比 ▲80%90年対比 ▲40%ドイツ

90年対比 ▲80%
（CO2は▲60%）

90年対比 ▲34-42%
（CO2は▲26-32％）

イギリス

90年対比 ▲60-80%90年対比 ▲20-30%EU

05年対比 ▲83%05年対比 ▲17％アメリカ

90年対比 ▲80％90年対比 ▲25％日本

長期（2050年まで）
目標

中期（2020年まで）
目標

国

１１ 経済・エネルギー・環境の現状と動向経済・エネルギー・環境の現状と動向－環境・エネルギー問題解決へ－環境・エネルギー問題解決へ

□気候変動対応への中国の約束

－2009年9月国連温暖化ガスサミットの席上、胡錦濤国家主
席が公表した方針）

■ 省エネ及びエネルギー効率向上を強化し、2020
年までにGDP当りのCO2排出量を2005年比著し
く削減する

■ 再生可能エネルギーと原子力を推進し、2020年
までに非化石エネルギーの利用量を一次エネル
ギーの15％に達する

■ 植林を強化し、2020年までに森林面積を2005比
4000万ヘクタール増やし、森林の累計面積を
2005年比13億㎥増とする

■ グリーン経済、低炭素経済と循環経済を推進し、
関連技術の研究開発を推進する
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２．中国における環境都市建設－なぜ環境都市建設が必要２．中国における環境都市建設－なぜ環境都市建設が必要

消費を中心とした内需主導

経済成長への移行

和諧社会構築

持続的経済発展

環境問題対応

地球温暖化対策

環境都市建設
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２．中国マーケットへのアプローチ２．中国マーケットへのアプローチ －－環境都市建設環境都市建設計画計画

上海市
18．崇明島 着工開始。

2008年5月に風力発電所建設済み（10基）

上海市
18．崇明島 着工開始。

2008年5月に風力発電所建設済み（10基）

江蘇省
15．无锡市 計画中
16．蘇州市 計画中

江蘇省
15．无锡市 計画中
16．蘇州市 計画中

山東省
13．済南市 土地所有のみ
14．東営 土地所有のみ

山東省
13．済南市 土地所有のみ
14．東営 土地所有のみ

天津市
6． － 計画中
7．津南区 計画中
8．大岛太平镇 土地所有のみ
9．濱海新区 着工開始

天津市
6． － 計画中
7．津南区 計画中
8．大岛太平镇 土地所有のみ
9．濱海新区 着工開始

黑龙江省
1．双鸭山市 計画中
2．大庆高新区 計画中(提携企業募集中）

黑龙江省
1．双鸭山市 計画中
2．大庆高新区 計画中(提携企業募集中）

吉林省
3．長春市 計画中

吉林省
3．長春市 計画中

浙江省
19．湖州市 土地所有のみ

浙江省
19．湖州市 土地所有のみ

北京市
5．豊台区 計画中（2008/06/13発表）

北京市
5．豊台区 計画中（2008/06/13発表）

河北省
10．廊坊市 2008年6月19日着工開始
11．廊坊市 計画中
12．黄骅 土地所有のみ

河北省
10．廊坊市 2008年6月19日着工開始
11．廊坊市 計画中
12．黄骅 土地所有のみ

河南省
17．郑州市 着工中(2003年から10年間）

河南省
17．郑州市 着工中(2003年から10年間）

重慶市
21． － 計画中

重慶市
21． － 計画中

四川省
20．都江堰 計画中

四川省
20．都江堰 計画中

遼寧省
4．瀋陽市 土地所有のみ

遼寧省
4．瀋陽市 土地所有のみ

広東省
22．広州市 計画中

広東省
22．広州市 計画中
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２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する促進政策２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する促進政策①①

（１）（１）再生可能エネルギー建築応用再生可能エネルギー建築応用

【内容】建築物太陽光発電一体化利用を促進することを目的としている。

【補助】発電規模について20元／W

（２）（２）再生可能エネルギー利用モデル都市再生可能エネルギー利用モデル都市

【内容】都市における太陽光発電、浅い層の地熱利用を推奨することを目的としている。再生可能エネルギー利用規模は地方レベ

ルの市、200万㎡または利用率は30％、直轄市や省レベル市は300万㎡。

【補助】１都市あたり5,000万～～8,000万元。補助方式：財政補助、貸し出し利息、資本金、ファンド設立

（３）（３）既存建築物省エネ改修及び北方地区熱供給改革既存建築物省エネ改修及び北方地区熱供給改革

【内容】既存建築物の省エネ改修や熱供給改修を促進することを目的としている。

【補助】酷寒地域55元／㎡（比率：室内計量30％、室外管路改修10％、外壁・窓60％）、寒冷地域45％／㎡（比率同上）

（４）（４）大型公共建築物省エネ改修及びモニタリング大型公共建築物省エネ改修及びモニタリング

【内容】大型公共建築物の省エネ改修やエネルギー利用のモニタリングを実施することを目的としている。

【補助】ローンの利息への補助。具体的補助率はプロジェクトの3年間のうち、利息の50％を補助。

（５）（５）グリーン建築とエネルギー低消費建築グリーン建築とエネルギー低消費建築

（６）（６）節水型都市普及節水型都市普及

（７）（７）グリーン交通都市ランキンググリーン交通都市ランキング



10 Copyright (C) 2009 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. [tv1.0

建築エネルギー効率やグリーン建築認証

２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する促進政策２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する促進政策②②
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２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する指標２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する指標①①

国家環境保護部２００７

参考指標＞ 90%公衆が環境に対する満足率8

参考指標≧ 65%暖房地域の集中熱供給普及率7

参考指標≧ 55%都市化水準6
社
会
進
歩

強制指標100%
強制的にクリーン生産を実施すべき
企業の審査通過率

5

強制指標
≦20

≧0.55
m3/万元

単位工業増加値の新鮮水消費
農民灌漑水の有効利用系数

4

強制指標≦0.9
トン標準石炭/万

元
GDP当たりのエネルギー消費3

参考指標≧ 40%第三次産業がGDPに占める割合2

強制指標
≧8000
≧6000

元/人
農民の年間一人当たりの純収入
経済発展地域
経済発展が不足している地域

1

経
済
発
展

備考指標単位名称
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２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する指標２．中国における環境都市建設－環境都市建設に関する指標②②

強制指標≧ 3.5%環境保護投資がGDPに占める割合19

強制指標≧ 11M2/万元都市部一人当たりの公共緑地面積18

強制指標
≧ 90
≧ 90

危険廃棄物の排出がない
%

都市部生活ごみの無害化処理率
工業固体廃棄物の処分利用率

17

強制指標機能区の基準に達している－騒音の環境質16

≧ 80工業用水の重複利用率
強制指標

≧ 85
%

都市汚水の集中処理率
15

強制指標100%集中的飲用水源の水質基準達成率14

強制指標
＜4.0
＜ 5.0

国家総量制御指標を超えない
Kg/万元（GDP）

主要汚染物質の排出強度
COD
SO2

13

強制指標
機能区の基準に達している。都市部に
Ⅴ以下の水体がない

－
水質
近岸海域水質

12

強制指標機能区の基準に達している－大気質11

強制指標≧17%保護を受ける地域が国土面積に占める割合10

強制指標

≧70
≧40
≧15
≧85

%

森林被覆率
山岳地域

丘陵地域
平原地域高寒地域や草原地域の森林・

草の被覆率

9

生
態
環
境
保
護
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２．中国における環境都市建設－環境都市建設に必要な技術２．中国における環境都市建設－環境都市建設に必要な技術

□環境都市建設に必要なコア技術

①低炭素エネルギー

②低炭素建築、グリーン建築

③グリーン交通

④汚染排出量削減技術

⑤資源循環

□技術レベル

①将来を見据えた先端技術

②現在で利用可能な実用技術

③普及可能な一般技術

【例】
省エネ技術／LED 資源リサイクル

電気自動車 公共交通システム
分散電源システム グリーン建築
ごみ分類収集システム ごみ収集処理システム 汚水処理システム
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３．環境都市建設－中国は世界の先端技術のショールームになる３．環境都市建設－中国は世界の先端技術のショールームになる①①

ガス

系統電力

下水処理場

廃棄物処理・利用

バイオマス
発電設備

バイオマス
ガス化設備

液分

（分離）

電気自動車

B/T

予測
制御

風力発電情報

気象情報

燃料ガス

電力利用

Plug In
総合ごみ 厨芥

集合住宅

熱

電力

総合ごみ

太陽熱利用

固体固体（分離）

水

残さ

総合ごみ
厨芥

搬送
システム

給湯

下水道

熱交換

空調

業務施設

汚泥

ガス利用

水処理・利用

コジェネ

エネルギー
マネジメント

センター

精製
混合

太陽光パネル

熱

地域熱供給
分配設備 熱利用

暖房

地域冷熱供給
ヒートポンプ

地熱利用
設備

冷房

高効率
ヒートポンプ

給湯

暖房

真空配送

□□再生可能エネルギーシステム再生可能エネルギーシステム
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３．環境都市建設－中国は世界の先端技術のショールームになっている３．環境都市建設－中国は世界の先端技術のショールームになっている②②

漢沽産業区 営城湖 生態城

污水处理厂汚水処理場

産業排水 混合排水 生活汚水

再生水工場

再
生
水
利
用

汚泥

有機固体廃棄物発酵消化

グ
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー

氢
气

メ
タ
ン
ガ
ス

厨
房
ご
み

景
観
用
水
補
充

人工湿地と植物
浄化

N、Pを除去
景観用水補充

河道循环体系

浄水（海水淡化）
□□水循環システム水循環システム
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（出所）BTM Consult ApS

3.4%1,0653,885NORDEX（ドイツ）

3.4%1,065DONGFANG（中国）

3.6%1.1281,457GOLDWIND（中国）

4.1%1,2841,671ACCIONA（スペイン）

4.5%1,410746SINOVEL（中国）

6.2%1,9427,002SIEMENS（デンマーク）

8.1%2,5374,723SUZLON（インド）

9.0%2,81913,770ENERCON（ドイツ）

10.8%3,38313,306GAMESA（スペイン）

16.7%5,23112,979GE WIND（アメリカ）

17.8%5,57629,509VESTAS(デンマーク）

2008年のシェア2008年の供給量2007年までの集計国

□□風力メーカの順位風力メーカの順位

４．成長する中国の環境技術４．成長する中国の環境技術①①
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【2005年】 【2008年】【2005年】 【2008年】

□□太陽光メーカの順位太陽光メーカの順位

４．成長する中国の環境技術４．成長する中国の環境技術②②

(出所） 経済産業省
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□□省エネ市場の規模省エネ市場の規模

４．成長する中国の環境技術４．成長する中国の環境技術③③

0

100

200

300

400

500

2003 2004 2005 2006 2007 2008

市
場

規
模

（
億

元
）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

市場規模 成長率

年率50％前後の高成長を遂げ、2008年度の市場規模は6,500億円に到達しています（日本では2004年

のピーク時でも400億円程度）。

(出所） 中国節能協会 節能服務産業委員会公表資料
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５５ 中国マーケットへのアプローチ中国マーケットへのアプローチ －日中協力－日中協力①①

□先進国で有効と実証された技術、中国に
はない技術の導入に積極的

□価値ある技術についてお金を惜しまない

ただしただし

□知的財産保護が不完備で、技術流出の危
険性が高い

□法律や規制が朝令暮改、代金回収困難な
ど市場リスクが高い

日本から見る中国 中国からみる日本

中国マーケットにおいて、日本企業の競争相手は欧米企業。技術の出し中国マーケットにおいて、日本企業の競争相手は欧米企業。技術の出し
惜しみはマーケット失うことに惜しみはマーケット失うことに

□豊富な先端技術を持っている

□信頼性高く、効率的な社会システムを有し
ている

ただしただし

□単品としての売り切れの性質が強い

□提案が遅れている

□リスクテークに消極的
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中
国
市
場

ア
メ
リ
カ
市
場

欧
州
市
場

技術・資本提携

新技術

新ビジネスモデル

新技術

新ビジネスモデル

日本市場

新ビジネスモデル

５５ 中国マーケットへのアプローチ中国マーケットへのアプローチ －日中協力－日中協力①①
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５５ 中国マーケットへのアプローチ中国マーケットへのアプローチ －日中協力－日中協力②②

担 当 者

部門長

事業責任者

首 長

単品技術

技術システム

事 業

社会システム

【事業実施者（行政等）】【提案者（民間事業者）】

提案の幅

意
思
決
定


